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Ⅶ．駐車場管理規定程例

（最終改正）平成３０年１２月２７日

駐車場管理規程例

１ 名称

＊＊＊駐車場

所 在 地 ○○県○○市○○区○丁目○番○号

２ 駐車場管理者

（１）所在地 ○○県○○市○○区○丁目○番○号

（２）名 称 ＊＊＊＊駐車場株式会社

（３）電 話 ○○○（○○○）○○○○（代表）

（４）代表者 代表取締役社長 ○○○○

第１章 総則（第１条－第６条）

第２章 利用（第７条－第１３条）

第３章 駐車料金及び算定等（第１４条－第１７条）

第４章 引取りのない車両の措置（第１８条－第２１条）

第５章 保管責任及び損害賠償（第２２条－第２６条）

第６章 雑則（第２７条）

第１章 総則

（通則）

第１条 本駐車場（以下「駐車場」という。）の利用に関する事項は、この規程による。

（契約の成立）

第２条 駐車場の利用者（以下「利用者」という。）は、この規程を承認のうえ駐車場を利用す

るものとする。

（営業時間）

第３条 駐車場の営業時間は、毎日○○時から○○時までとする。

（時間制利用の利用期間）

第４条 駐車場の１回の利用（定期駐車券による利用を除く。）は、駐車券を受け取った日から

起算して７日目の営業時間終了時までを限度とする。ただし、やむを得ない場合には、駐車場

管理者（以下「管理者」という。）の判断によりこれを延長することができる。

（営業休止等）

第５条 管理者は、次の場合には駐車場の全部又は一部について、営業休止、駐車場の隔絶、車

路の通行止及び車両の退避（以下「営業休止等」という。）を行うことができる。

（１）自然災害、火災、浸水、爆発、施設又は器物の損壊、その他これ等に準ずる事故が発生

し又は発生するおそれがあると認められる場合

（２）保安上営業の継続が適当でないと認められる場合

（３）工事清掃又は消毒を行うため必要があると認められる場合

（駐車できる車両）

第６条 駐車場に駐車することのできる車両（自動二輪を含む。以下同じ。）は、積載物又は取

付物を含めて長さ○．○ｍ、幅○．○ｍ、高さ○．○ｍ及び重量○ｔを超えないものに限る。

第２章 利用

（駐車場の入出等）

第７条 車両が入庫するときは、入口管理事務所において駐車券の交付を受け、係員の指示する

駐車位置に入庫するものとする。

２ 車両が出庫するときは、出口管理事務所において係員に駐車券を返納し、駐車料金を納付し、

出庫するものとする。

３ 定期駐車券による利用者（以下「定期駐車券利用者」という。）は、定期駐車券の確認を受
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Ⅷ．道路交通法（抄） 

（昭和三十五年法律第百五号） 

（最終改正）平成二十九年六月二日法律第五十二号  
（最終改正）令和二年六月十日法律第四十二号  

（定義）  
第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。  
 
 
 

一～八 （略）  
九 自動車 原動機を用い、かつ、レール又は架線によらないで運転する車であつて、原動

機付自転車、自転車及び身体障害者用の車いす並びに歩行補助車その他の小型の車で政令

で定めるもの（以下「歩行補助車等」という。）以外のものをいう。  
八～十七 （略）  
十八 駐車 車両等が客待ち、荷待ち、貨物の積卸し、故障その他の理由により継続的に停

止すること（貨物の積卸しのための停止で五分を超えない時間内のもの及び人の乗降のた

めの停止を除く。）、又は車両等が停止し、かつ、当該車両等の運転をする者（以下「運

転者」という。）がその車両等を離れて直ちに運転することができない状態にあることを

いう。  
十九～二十三 （略）  

２・３ （略）  
 

（停車及び駐車を禁止する場所） 

第四十四条 車両は、道路標識等により停車及び駐車が禁止されている道路の部分及び次に掲

げるその他の道路の部分においては、法令の規定若しくは警察官の命令により、又は危険を

防止するため一時停止する場合のほか、停車し、又は駐車してはならない。ただし、乗合自

動車又はトロリーバスが、その属する運行系統に係る停留所又は停留場において、乗客の乗

降のため停車するとき、又は運行時間を調整するため駐車するときは、この限りでない。 

一 交差点、横断歩道、自転車横断帯、踏切、軌道敷内、坂の頂上付近、勾こう 配の急な坂

又はトンネル 

二 交差点の側端又は道路のまがりかどから五メートル以内の部分 

三 横断歩道又は自転車横断帯の前後の側端からそれぞれ前後に五メートル以内の部分 

四 安全地帯が設けられている道路の当該安全地帯の左側の部分及び当該部分の前後の側端

からそれぞれ前後に十メートル以内の部分 

五 乗合自動車の停留所又はトロリーバス若しくは路面電車の停留場を表示する標示柱又は

標示板が設けられている位置から十メートル以内の部分（当該停留所又は停留場に係る運

行系統に属する乗合自動車、トロリーバス又は路面電車の運行時間中に限る。） 

六 踏切の前後の側端からそれぞれ前後に十メートル以内の部分 

（罰則 第百十九条の二第一項第一号、同条第二項、第百十九条の三第一項第一号、同条

第二項） 
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